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(57)【要約】
　骨切断外科用器具は、使用中の発熱を軽減するための
機構を備える。過剰な熱は、骨の健康並びに器具自体に
有害である場合がある。一例では、液体分配機構は、器
具の導波管内のルーメンを介して、超音波ブレードに冷
却液の流れを提供する。別の例では、ブレードは、パタ
ーンで配置されている複数の歯を有する鋸歯状の縁部を
有して、切断動作中の寸法及び間隔を提供する。別の例
では、ブレードは、切断された骨とブレードの近位部分
との間の過度の接触を避けるために、切断時に特大のス
ロットを生成する特大の遠位部分を有する。別の例では
、ブレードは、灌注スロットを含み、灌注スロットに接
続しているブレードの遠位端におけるマイクロスロット
もまた含む。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）本体と、
　（ｂ）音波導波管と、
　（ｃ）前記本体に対して遠位に位置付けられている超音波ブレードであって、前記超音
波ブレードは、前記音波導波管と音響的に連通している、超音波ブレードと、
　（ｄ）過剰な熱の蓄積を緩和するように構成された第１の機構であって、前記第１の機
構は、前記本体に対して遠位に位置付けられている液体分配機構を含む、第１の機構と、
　（ｅ）過剰な熱の蓄積を緩和するように構成された第２の機構と、を備える、装置。
【請求項２】
　前記液体分配機構は、前記超音波ブレードに隣接して位置付けられ、前記液体分配機構
は、冷却液の流れを前記超音波ブレードに運ぶように構成されている、請求項１に記載の
装置。
【請求項３】
　前記第２の機構は、鋸歯状の縁部を有する前記超音波ブレードを含み、前記鋸歯状の縁
部は、複数の歯を含む、請求項２に記載の装置。
【請求項４】
　第１の歯のピークと、隣接する第２の歯のピークとの間の間隔によって測定されるよう
な前記複数の歯のそれぞれの間の間隔は、前記音波導波管のための調和波長の約１０００
分の１～約１０分の１の範囲内である、請求項３に記載の装置。
【請求項５】
　前記複数の歯のそれぞれの間の間隔は、約０．０１センチメートル～約０．１センチメ
ートル（約０．００４インチ～約０．０４インチ）の範囲内である、請求項４に記載の装
置。
【請求項６】
　前記鋸歯状の縁部は、錐体形状を有する複数の歯を含む、請求項５に記載の装置。
【請求項７】
　前記鋸歯状の縁部は、波形形状を有する複数の歯を含む、請求項５に記載の装置。
【請求項８】
　前記鋸歯状の縁部は、三角形状を有する複数の歯を含む、請求項５に記載の装置。
【請求項９】
　前記複数の歯は、第１の傾斜面及び第２の傾斜面を含み、前記第１の傾斜面のそれぞれ
は、前記超音波ブレードの長手方向軸線と第１の角度を画定し、前記第２の傾斜面のそれ
ぞれは、前記超音波ブレードの前記長手方向軸線と第２の角度を画定し、前記第１の角度
は、鋭角であり、前記第２の角度より小さい、請求項８に記載の装置。
【請求項１０】
　前記第２の角度は、鈍角である、請求項９に記載の装置。
【請求項１１】
　前記第２の角度は、約９０度の角度である、請求項９に記載の装置。
【請求項１２】
　前記超音波ブレードは、長手方向軸線を画定し、前記複数の歯は、第１の傾斜面及び第
２の傾斜面を含み、前記長手方向軸線に対する第１の表面のそれぞれの第１の傾斜は、前
記長手方向軸線に対する第２の表面のそれぞれの第２の傾斜より小さい、請求項８に記載
の装置。
【請求項１３】
　前記複数の歯のそれぞれは、ピークを含み、前記複数の歯のそれぞれは、前記超音波ブ
レードによって画定された長手方向軸線に対して直交して前記ピークを通って延在する軸
線に対して対称ではない、請求項８に記載の装置。
【請求項１４】
　前記複数の歯は、バレーを含み、前記バレーは、前記冷却液の流れを前記液体分配機構
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から受け取るように構成されている、請求項３に記載の装置。
【請求項１５】
　前記第２の機構は、前記超音波ブレードを備え、前記超音波ブレードは、
　（ｉ）遠位端と、
　（ｉｉ）前記ブレードの第１の側面を前記ブレードの第２の側面と流体接続する灌注ス
ロットと、
　（ｉｉｉ）前記遠位端を通って延び、前記灌注スロットと接続している、マイクロスロ
ットと、を含む、請求項２に記載の装置。
【請求項１６】
　前記第２の機構は、前記超音波ブレード内に位置付けられ、前記ブレードの第１の側面
を前記ブレードの第２の側面と流体接続している、灌注スロットを含む、請求項２に記載
の装置。
【請求項１７】
　前記灌注スロットは、前記灌注スロットから前記ブレードの遠位部分に冷却流体を向け
るように構成された少なくとも１つの遠位面取り部を含む、請求項１６に記載の装置。
【請求項１８】
　前記灌注スロットは、涙滴形状を含む、請求項１６に記載の装置。
【請求項１９】
　（ａ）本体と、
　（ｂ）音波導波管と、
　（ｃ）前記本体に対して遠位に位置付けられている超音波ブレードであって、前記超音
波ブレードは、前記音波導波管と音響的に連通している、超音波ブレードと、
　（ｄ）過剰な熱の蓄積を緩和するように構成された液体分配機構であって、前記液体分
配機構は、前記音波導波管内にルーメンを含み、前記ルーメンは、流体源と接続して、前
記ブレードに冷却液の流れを運ぶように構成されている、液体分配機構と、を備える、装
置。
【請求項２０】
　前記ルーメンは、前記ブレードの両側に前記冷却流体の流れを向けるように位置付けら
れている、請求項１９に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　種々の外科用器具が、組織を（例えば、組織細胞内のタンパク質を変性させることによ
り）切断及び／又は封止するために、超可聴周波数で振動するブレード要素を有するエン
ドエフェクタを備える。これらの器具は、電力を超音波振動に変換する圧電素子を備えて
おり、それらの振動は音波導波管に沿ってブレード要素に伝達される。切断及び凝固の精
度は、外科医の技術、並びに電力レベル、ブレードエッジ、組織引張、及びブレード圧力
を調節することによって制御され得る。
【０００２】
　超音波外科用器具の例としては、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＡＣＥ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓ
ｏｎｉｃ　Ｓｈｅａｒｓ、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＷＡＶＥ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉ
ｃ　Ｓｈｅａｒｓ、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＦＯＣＵＳ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　
Ｓｈｅａｒｓ、及びＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＳＹＮＥＲＧＹ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉ
ｃ　Ｂｌａｄｅｓが挙げられ、これらはいずれもＥｔｈｉｃｏｎ　Ｅｎｄｏ－Ｓｕｒｇｅ
ｒｙ，Ｉｎｃ．（Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ，Ｏｈｉｏ）製である。このような装置及び関連
する概念の更なる例は、その開示が本明細書に参考として組み込まれる、米国特許第５，
３２２，０５５号、表題「Ｃｌａｍｐ　Ｃｏａｇｕｌａｔｏｒ／Ｃｕｔｔｉｎｇ　Ｓｙｓ
ｔｅｍ　ｆｏｒ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」
（１９９４年６月２１日発行）、その開示が本明細書に参考として組み込まれる、米国特
許第５，８７３，８７３号、表題「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｃｌａｍｐ　Ｃｏａｇｕｌａ
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ｔｏｒ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｉｍｐｒｏｖｅｄ　Ｃｌａｍｐ　Ｍｅｃｈ
ａｎｉｓｍ」（１９９９年２月２３日発行）、その開示が本明細書に参考として組み込ま
れる、米国特許第５，９８０，５１０号、表題「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｃｌａｍｐ　Ｃ
ｏａｇｕｌａｔｏｒ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｉｍｐｒｏｖｅｄ　Ｃｌａｍ
ｐ　Ａｒｍ　Ｐｉｖｏｔ　Ｍｏｕｎｔ」（１９９７年１０月１０日出願）、その開示が本
明細書に参考として組み込まれる、米国特許第６，３２５，８１１号、表題「Ｂｌａｄｅ
ｓ　ｗｉｔｈ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｂａｌａｎｃｅ　Ａｓｙｍｍｅｔｒｉｅｓ　ｆｏ
ｒ　ｕｓｅ　ｗｉｔｈ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎ
ｔｓ」（２００１年１２月４日発行）、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、
２００４年８月１０日発行の「Ｂｌａｄｅｓ　ｗｉｔｈ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｂａｌ
ａｎｃｅ　Ａｓｙｍｍｅｔｒｉｅｓ　ｆｏｒ　Ｕｓｅ　ｗｉｔｈ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ
　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」と題された米国特許第６，７７３，４４
４号、及びその開示が参照により本明細書に組み込まれる、２００４年８月３１日発行の
「Ｒｏｂｏｔｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｔｏｏｌ　ｗｉｔｈ　Ｕｌｔｒａｓｏｕｎｄ　Ｃ
ａｕｔｅｒｉｚｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｕｔｔｉｎｇ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ」と題された米
国特許第６，７８３，５２４号、に開示されている。
【０００３】
　超音波外科用器具のなお更なる例が、その開示が本明細書に参考として組み込まれる、
米国特許出願公開第２００６／００７９８７４号、表題「Ｔｉｓｓｕｅ　Ｐａｄ　ｆｏｒ
　Ｕｓｅ　ｗｉｔｈ　ａｎ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍ
ｅｎｔ」（２００６年４月１３日公開）、その開示が参照により本明細書に組み込まれる
２００７年８月１６日公開の「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ　ｆｏｒ　Ｃｕｔｔ
ｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｏａｇｕｌａｔｉｎｇ」と題された米国特許出願公開第２００７／０
１９１７１３号、その開示が参照により本明細書に組み込まれる２００７年１２月６日公
開の「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｗａｖｅｇｕｉｄｅ　ａｎｄ　Ｂｌａｄｅ」と題された米
国特許出願公開第２００７／０２８２３３３号、その開示が参照により本明細書に組み込
まれる２００８年８月２１日公開の「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ　ｆｏｒ　Ｃ
ｕｔｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｏａｇｕｌａｔｉｎｇ」と題された米国特許出願公開第２００
８／０２００９４０号、その開示が参照により本明細書に組み込まれる２００９年４月２
３日公開の「Ｅｒｇｏｎｏｍｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」と題さ
れた米国特許出願公開第２００９／０１０５７５０号、その開示が参照により本明細書に
組み込まれる２０１０年３月１８日公開の「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ　ｆｏ
ｒ　Ｆｉｎｇｅｒｔｉｐ　Ｃｏｎｔｒｏｌ」と題された米国特許出願公開第２０１０／０
０６９９４０号、その開示が本明細書に参考として組み込まれる、米国特許出願公開第２
０１１／００１５６６０号、表題「Ｒｏｔａｔｉｎｇ　Ｔｒａｎｓｄｕｃｅｒ　Ｍｏｕｎ
ｔ　ｆｏｒ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」（２
０１１年１月２０日公開）、及びその開示が本明細書に参考として組み込まれる、米国特
許出願公開第２０１２／００２９５４６号、表題「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃ
ａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　Ｂｌａｄｅｓ」（２０１２年２月２日公開）に開示されて
いる。
【０００４】
　一部の超音波外科用器具は、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、２０１２
年５月１０日公開の「Ｒｅｃｈａｒｇｅ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏｒ　Ｍｅｄｉｃａｌ　Ｄｅ
ｖｉｃｅｓ」と題された米国特許出願公開第２０１２／０１１２６８７号、その開示が参
照により本明細書に組み込まれる、２０１２年５月１０日公開の「Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉ
ｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　ｗｉｔｈ　Ｃｈａｒｇｉｎｇ　Ｄｅｖｉｃｅｓ」と題された米国特
許出願公開第２０１２／０１１６２６５号、及び／又はその開示が本明細書に参考として
組み込まれる、米国特許出願第６１／４１０，６０３号、表題：「Ｅｎｅｒｇｙ－Ｂａｓ
ｅｄ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」（２０１０年１１月５日出願）に開
示されているもののような、コードレストランスデューサを含んでよい。
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【０００５】
　上記に引用された文献に記載された器具などの超音波外科用器具は、主に軟組織を切断
及び／又は封止するために使用され得る。しかしながら、軟組織を切断／封止することに
加えて又は代替として、超音波外科用器具を使用して、骨を切断することが所望され得る
。超音波外科用器具を用いて骨を切断することは、超音波外科用器具を用いて軟組織を切
断／封止することよりも熱を多く発生させる場合がある。適切に対処しない場合、この更
なる熱により、隣接する骨及び／若しくは組織に対する損傷（例えば、壊死）、並びに／
又は超音波ブレードに対する損傷などの好ましくない効果を引き起こす場合がある。
【０００６】
　いくつかの従来の超音波外科用器具は、超音波ブレードを冷却するために、流体を使用
するように構成され得る。このような器具の例は、その開示が参照により本明細書に援用
されている、２０１５年５月２８日公開の「Ｆｅａｔｕｒｅｓ　ｔｏ　Ａｐｐｌｙ　Ｆｌ
ｕｉｄ　ｔｏ　ａｎ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｂｌａｄｅ　ｏｆ　ａ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ
　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ」と題された米国特許出願公開第２０１５／０１４８８３２号に
記載されている。流体を連通させるように構成されている超音波外科用器具の他の例は、
その開示が参照により本明細書に援用されている、２０１３年４月１１日に公開された「
Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　ｗｉｔｈ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｗａｖｅ
ｇｕｉｄｅ　Ｄｅｆｉｎｉｎｇ　ａ　Ｆｌｕｉｄ　Ｌｕｍｅｎと題された米国特許出願公
開第２０１３／００９０５７６号、及びその開示が参照により本明細書に援用されている
、２０１３年１１月２６日に発行された「Ｕｓｅ　ｏｆ　Ｂｉｏｍａｒｋｅｒｓ　ａｎｄ
　Ｔｈｅｒａｐｅｕｔｉｃ　Ａｇｅｎｔｓ　ｗｉｔｈ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｄｅｖｉｃｅ
ｓ」と題された米国特許第８，５９１，４５９号に記載されている。
【０００７】
　いくつかの外科用器具及びシステムが作製され使用されてきたが、本発明者らよりも以
前に、添付の特許請求の範囲に記載する本発明を作製又は使用した者は存在しない、と考
えられている。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
　本明細書は、本技術を具体的に指摘し、かつ明確にその権利を特許請求する、特許請求
の範囲により完結するが、本技術は、以下の特定の実施例の説明を添付図面と併せ読むこ
とでより良く理解されるものと考えられ、図面において同様の参照符号は同じ要素を特定
する。
【図１】例示的な超音波外科用器具の斜視図である。
【図２】図１の器具の超音波ブレードの上面図である。
【図３】図２の超音波ブレードの部分側面図である。
【図４】図１の器具に組み込むことができる例示的な代替の超音波ブレードの部分側面図
である。
【図５】図４の超音波ブレードの部分斜視図である。
【図６】図４の超音波ブレードの部分上面図である。
【図７】図１の器具に組み込むことができる別の例示的な超音波ブレードの部分上面図で
ある。
【図８】図１の器具に組み込むことができる別の例示的な超音波ブレードの部分上面図で
ある。
【図９】図１の器具に組み込むことができる別の例示的な超音波ブレード及び音波導波管
の遠位部分の斜視図である。
【図１０】図９の超音波ブレード及び音波導波管の側面図である。
【図１１】図９の超音波ブレード及び音波導波管の端面図である。
【図１２】図１の器具に組み込むことができる別の例示的な超音波ブレード及び音波導波
管の遠位部分の斜視図である。
【図１３】図１２の超音波ブレード及び音波導波管の端面図である。
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【図１４】図１の器具に組み込むことができる別の例示的超音波ブレード及び音波導波管
の遠位部分の斜視図である。
【図１５】図１４の超音波ブレード及び音波導波管の端面図である。
【図１６】図１の器具に組み込むことができる別の例示的な超音波ブレードの側面図であ
る。
【図１７】図１６の超音波ブレードの上面図である。
【図１８】図１の器具に組み込むことができる別の例示的な超音波ブレードの側面図であ
る。
【図１９】図１８の超音波ブレードの上面図である。
【図２０】図１の器具に組み込むことができる別の例示的な超音波ブレードの上面図であ
る。
【図２１】図２０の超音波ブレードの遠位端部分の部分斜視図である。
【図２２】図１の器具に組み込むことができる別の例示的な超音波ブレードの斜視図であ
る。
【図２３】図２２の超音波ブレードの側面図である。
【図２４】図２２の超音波ブレードの上面図である。
【図２５】図２４の線２５－２５による図２２の超音波ブレードの断面図である。
【図２６】図１の器具に組み込むことができる別の例示的な超音波ブレードの上面図であ
る。
【０００９】
　図面は、いかなる方式でも限定することを意図しておらず、本技術の種々の実施形態は
、図面に必ずしも描写されていないものを含め、その他の様々な方式で実施し得ることが
考えられる。本明細書に組み込まれ、本明細書の一部を成す添付の図面は、本技術のいく
つかの態様を示しており、その説明とともに本技術の原理を説明するのに役立つものであ
るが、本技術は、示される厳密な配置構成に限定されないことが理解される。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本技術の特定の実施例の以下の説明文は、その範囲を限定する目的で用いられるべきで
はない。本技術の他の実施例、特徴、態様、実施形態、及び利点は、実例として、本技術
を実施する上で想到される最良の態様の１つである以下の説明より、当業者には明らかと
なるであろう。理解されるように、本明細書に記載された技術は、いずれもその技術から
逸脱することなく、その他の異なる、かつ明らかな態様が可能である。したがって、図面
及び説明は、限定的な性質のものではなく、例示的な性質のものと見なされるべきである
。
【００１１】
　本明細書に記載された教示、表現、実施形態、実施例などの任意の１つ以上のものを、
本明細書に記載された他の教示、表現、実施形態、実施例などの任意の１つ以上のものと
組み合わせることができる点も、更に理解されよう。したがって、以下に記載された教示
、表現、実施形態、実施例などは、互いに対して個別に考慮されるべきではない。本明細
書の教示に照らして、本明細書の教示を組み合わせることができる種々の好適な方法が、
当業者には直ちに明らかとなろう。このような改変及び変形形態は、「特許請求の範囲」
内に含まれるものとする。
【００１２】
　本開示の明瞭さのために、「近位」及び「遠位」という用語は、人間又はロボットであ
る外科用器具の操作者に対して、本明細書で定義する。用語「近位」とは、人間又はロボ
ットである外科用器具の操作者により近く、かつ、外科用器具の外科用エンドエフェクタ
から更に離れた要素の位置を意味する。用語「遠位」とは、外科用器具の外科用エンドエ
フェクタにより近く、かつ、人間又はロボットである外科用器具の操作者から更に離れた
要素の位置を意味する。
【００１３】
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　Ｉ．鋸歯状のブレード及び液冷機構を有する例示的な超音波外科用器具
　図１は、例示的な超音波外科用器具（１０）を示す。器具（１０）の少なくとも一部は
、本明細書で引用する種々の特許、特許出願公開、及び特許出願の内のいずれかの教示の
少なくともいくつかに従って、構築され得、かつ作動可能であり得る。本明細書に記載さ
れるように、また以下にて更に詳細に記載するように、器具（１０）は、実質的に同時に
、組織を切断し、かつ組織（例えば、血管など）を封止又は接合するように操作可能であ
る。
【００１４】
　本実施例の器具（１０）は、ハンドルアセンブリ（２０）と、超音波トランスデューサ
アセンブリ（３０）と、超音波ブレード（４０）と、液体分配機構（５０）と、を備える
。オペレータによっては、（例えば、パワーグリップ等を使用して）他の様式でハンドル
アセンブリ（２０）を把持することを選択する場合があるが、ハンドルアセンブリ（２０
）は、ペンシルグリップを使用して把持されるように構成されている。ハンドルアセンブ
リ（２０）は、流体ポート（２２）と、流体スイッチ（２６）と、複数の起動ボタン（２
８）と、を含む。
【００１５】
　流体ポート（２２）は、流体源（１６）と更に連通している流体導管（１８）と連結す
るように構成されている。流体導管（１８）は、可撓性管及び／又は任意の他の種類の導
管（１８）を含んでもよい。単なる例として、流体導管（１８）は、ルアー付属品及び／
又は任意の他の好適な（複数の）種類の接続機構により流体ポート（２２）に連結するこ
とができる。流体源（１６）は、軟質容器（例えば、袋）、硬質容器（例えば、箱又はキ
ャニスタ）を含み、任意の他の好適な形体を有してもよい。変形例によっては、流体源（
１６）は加圧されず、重力により流体源（１６）からポートまで流体が流れる。他の変形
例において、流体源（１６）は加圧される。例えば、流体源（１６）は、ポンプ又は他の
加圧アセンブリを含んでもよい。他の単なる例示的な例として、流体源（１６）は、予備
加圧流体を含んでもよい。
【００１６】
　先行の変形例のうちの任意において、流体スイッチ（２６）は、流体源（１６）から液
体分配機構（５０）への流体の流れを選択的に制御するように動作可能である。例えば、
流体スイッチ（２６）は、弁を開状態と閉状態との間で遷移させるように弁を作動させる
ように動作可能であってよい。いくつかの他の変形例では、流体スイッチ（２６）が省か
れ、流体源（１６）から液体分配機構（５０）への流体の流れは、一定であるか、又は自
動的に調節されるかのいずれか一方である。本明細書の教示を鑑みて、流体源（１６）か
ら液体分配機構（５０）へ流体の流れを任意選択的に制限するために使用できる種々の構
成要素及び構成は、当業者に明らかとなるであろう。食塩水を含むが、これに限定されな
い任意の好適な流体は、流体源（１６）から液体分配機構（５０）へ送達されて、手術部
位を冷却することができることもまた理解されたい。
【００１７】
　超音波トランスデューサアセンブリ（３０）は、ハンドルアセンブリ（２０）から近位
に延在し、トランスデューサアセンブリ（３０）がジェネレータ（１２）から電力を受け
取るように、ケーブル（１４）を介してジェネレータ（１２）と連結されている。トラン
スデューサアセンブリ（３０）の圧電素子は、電力を超音波振動に変換する。ジェネレー
タ（１２）は、電源と、トランスデューサアセンブリ（３０）による超音波振動の生成に
特に好適な電力プロファイルをトランスデューサアセンブリ（３０）に提供するように構
成されている制御モジュールと、を含んでもよい。単なる例として、ジェネレータ（１２
）としては、Ｅｔｈｉｃｏｎ　Ｅｎｄｏ－Ｓｕｒｇｅｒｙ，Ｉｎｃ．（Ｃｉｎｃｉｎｎａ
ｔｉ，Ｏｈｉｏ）より販売されるＧＥＮ０４又はＧＥＮ１１が挙げられる。更に又は代替
として、ジェネレータ（１２）は、その開示が、参照により本明細書に援用されている、
２０１１年４月１４日公開の「Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｇｅｎｅｒａｔｏｒ　ｆｏｒ　Ｕｌｔ
ｒａｓｏｎｉｃ　ａｎｄ　Ｅｌｅｃｔｒｏｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｄｅｖｉｃｅｓ」と題され
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た米国特許出願公開第２０１１／００８７２１２号の教示の少なくともいくつかに従って
構成されてもよい。ジェネレータ（１２）が、（例えば、共振周波数が異なる）種々の異
なる種類の超音波外科用器具を駆動することができる変形例において、ハンドルアセンブ
リ（２０）は、識別されたタイプの超音波手術器具（１０）に基づいてジェネレータ（１
２）が適切な電力プロファイルを自動的に選択し、送出することができるように、ＥＥＰ
ＲＯＭ又はジェネレータ（１２）用の超音波外科用器具（１０）の種類を識別するいくつ
かの他の機構を含んでもよい。
【００１８】
　ジェネレータ（１２）の機能性の少なくとも一部は、ハンドルアセンブリ（２０）に組
み込まれていてもよく、ハンドルアセンブリ（２０）は、ケーブル（１４）を省くように
、電池又は他の搭載された電源を含んでもよいこともまた理解されたい。ジェネレータ（
１２）が取り得る更にその他の好適な形態、並びにジェネレータ（１２）が提供し得る様
々な機構及び動作性は、本明細書の教示を考慮することにより、当業者に明らかとなるで
あろう。
【００１９】
　本実施例では、トランスデューサアセンブリ（３０）は、オペレータがハンドルアセン
ブリ（２０）の少なくとも１つのボタン（２８）を起動することに応答して起動する。ボ
タン（２８）は、ハンドルアセンブリ（２０）によって画定された長手方向軸線を中心に
角度の付いた状態で離間配置されて設けられる。本実施例におけるボタン（２８）の構成
及び配置により、オペレータは、オペレータの手におけるハンドルアセンブリ（２０）の
角度配向に関係なく、少なくとも１つのボタン（２８）に容易にアクセスし、起動するこ
とができる。すなわち、オペレータは、ペンシルグリップを使用して、ハンドルアセンブ
リ（２０）を把持しているオペレータの手の親指又は人差し指で、少なくとも１つのボタ
ン（２８）を容易に作動させることができる。単なる例として、ボタン（２８）は、その
開示が参照により本明細書に援用されている、２０１４年１０月１５日出願の米国特許出
願第１４／５１５，１２９号、発明の名称「Ａｃｔｉｖａｔｉｏｎ　Ｆｅａｔｕｒｅｓ　
ｆｏｒ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ」の教示の少
なくともいくつかに従って構成されてもよく、動作可能であってもよい。あるいは、ハン
ドルアセンブリ（２０）は、トランスデューサアセンブリ（３０）を選択的に起動するた
めに動作可能である任意の他の好適なユーザ入力機構を有してもよい。更に別の単なる例
示的な代替例として、トランスデューサアセンブリ（３０）は、他の種類のユーザ入力（
例えば、フットスイッチなど）を使用して選択的に起動されてもよい。
【００２０】
　本実施例の超音波ブレード（４０）は、ブレード（４０）の外周の周りに延在する鋸歯
状の縁部（４２）を含む。超音波ブレード（４０）は、ハンドルアセンブリ（２０）を通
って延在して、ブレード（４０）とトランスデューサアセンブリ（３０）を接合する導波
管（３２）を介して、超音波トランスデューサアセンブル（３０）と音響的に連結してい
る。これにより、トランスデューサアセンブリ（３０）によって生成される超音波振動は
、トランスデューサアセンブリ（３０）が起動すると、ブレード（４０）が超音波的に振
動することとなるように、導波管（３２）に沿ってブレード（４０）に伝達される。当業
者であれば、物理学の問題として、ブレード（４０）の遠位端が、導波管（３２）を介し
て伝達される共鳴超音波振動に関連したアンチノードに対応する位置（すなわち、音響ア
ンチノード）に位置することを理解するであろう。
【００２１】
　トランスデューサアセンブリ（３０）が通電されると、ブレード（４０）の遠位端は、
例えば、ピーク間で約１０～５００マイクロメートル、場合によっては、例えば、約２１
ｋＨｚ～約３１ｋＨｚの所定の振動周波数ｆｏで、約２０～約２００マイクロメートルの
範囲で長手方向に移動するように構成されている。いくつかの他の変形例において、振動
周波数は、最大約５０ｋＨｚ又は更には最大約５５ｋＨｚである。任意のかかる周波数に
おいて、以下に更に詳細に記載するように、ブレード（４０）が骨に押し当てられると、
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ブレード（４０）の超音波振動は、骨を砕くように、鋭利な縁部（４２）と協力して作用
して、ブレード（４０）による骨の切断を促進する。
【００２２】
　本実施例の液体分配機構（５０）は、ブレード（４０）が導波管（３２）から延びる位
置の近くに位置する開口遠位端を有する管の形態である。本例において、液体分配機構（
５０）のいずれの部分もブレード（４０）に接触しないことを理解されたい。更に、液体
分配機構（５０）は、本例において、器具（１０）の通常動作の間、液体分配機構（５０
）が骨又は他の構造に押し当てられていても、液体分配機構（５０）がブレード（４０）
に接触しないように、十分な剛性を有する。
【００２３】
　管形成液体分配機構（５０）は、導波管（３２）及びブレード（４０）と平行であり、
導波管（３２）及びブレード（４０）から横にオフセットしている。液体分配機構（５０
）は、液体分配機構（５０）の開口遠位端を介して、流体源（１６）から冷却液を排出す
るように、液体分配機構（５０）が動作可能になるように、ポート（２２）を介して導管
（１８）と流体連通している。ブレード（４０）に関する液体分配機構（５０）の位置付
けにより、排出された冷却液は、ブレード（４０）に沿って流れ、ブレード（４０）によ
って係合している骨に沿って流れ、これにより、ブレード（４０）及び隣接する骨に冷却
効果を提供する。上述のように、超音波ブレードを使用して、骨を切り開く場合、振動す
るブレードによって引き起こされた骨に対する摩擦が、不要な相当な熱を発生させる場合
がある。よって、ブレード（４０）により発生した過剰な熱からの不要な効果を回避する
ために、液体分配機構（５０）を使用して、骨切断部位に冷却液を分配してもよい。
【００２４】
　本実施例では、液体分配機構（５０）の遠位端は、導波管（３２）及びブレード（４０
）に沿って伝達された超音波振動に関連するノードに対応する位置に位置する。これによ
り、冷却液が液体分配機構（５０）の遠位端を出たらすぐに発生する、導波管（３２）又
はブレード（４０）が、ブレード（４０）から離れる方向に横方向へ不要に冷却液を分散
させることを低減することができる。
【００２５】
　液体分配機構（５０）は、開放遠位端を有する管の形態を有するものとして本明細書に
開示されているが、液体分配機構（５０）は、様々な他の形態を取り得ることを理解され
たい。単なる例として、液体分配機構（５０）は、その開示が参照により本明細書に援用
されている、本出願と同日に出願された「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉ
ｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　ｗｉｔｈ　Ｃｏｏｌｉｎｇ　Ｃｏｎｄｕｉｔ」と題された米国特許
出願第号［代理人整理番号ＥＮＤ７９０３ＵＳＮＰ．０６３３００５］に記載されている
様々な液体分配機構のうちの任意に従って構成されてもよく、動作可能であってよい。液
体分配機構（５０）が取り得る他の好適な形態は、本明細書における教示を考慮すると、
当業者には明らかであるだろう。いくつかの代替的な変形例において、液体分配機構（５
０）は、完全に省略されている。以下の例は、所望の場合、液冷を備えず提供されてもよ
いことを理解されたい。
【００２６】
　上述のように、本例のブレード（４０）は、鋸歯状の縁部（４２）を有する。図２～図
３で最も良く分かるように、鋸歯状の縁部（４２）は、複数の歯（６０）を含む。図３に
おいて最も良く分かるように、それぞれの歯（６０）は、ブレード（４０）から外向きに
延び、収束して、ピーク（７０）を形成する三角形の表面（６２、６４、６６、６８）を
有する錐体形を含む。バレーは、１つの歯（６０）の表面（６６）が隣接する歯（６０）
の表面（６８）と接触する位置で画定される。隣接するピーク（７０）又はバレー間の間
隔は、隣接する歯（６０）の間の歯間又は間隔と称されてもよい。本実施例では、隣接す
る歯（６０）の間の間隔は、ブレード（４０）を通って伝達される超音波振動の波長の大
きさより小さくなるように維持されている。例えば、本実施例では、隣接するピーク（７
０）又はバレーの間隔は、調和波長の約１／１０００～約１／１０の範囲である。単なる
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例であり、限定されるものではないが、振動周波数５５ｋＨｚを有するシステムにおいて
、この間隔は、約０．０１センチメートル～約０．１センチメートル（約０．００４イン
チ～約０．０４インチ）の範囲内であると考えられる。調和波長に対する他の歯間構成は
、本明細書の教示を鑑みれば、当業者には明らかになるであろう。
【００２７】
　鋸歯状の縁部（４２）は、本明細書の教示を考慮することで、当業者には明らかとなる
種々の方法で製造することができる。例えば、いくつかの製造適用例としては、とりわけ
、写真食刻、ブレード（４０）への被覆の印刷、レーザ機械加工、及び冷間成形が挙げら
れる。
【００２８】
　歯（６０）の錐体形は、三次元の表面を提供する。この三次元の表面は、隣接する歯（
６０）の間に空間を提供する。骨又は対象の組織を超音波切断する場合、隣接する歯（６
０）の間の空間に流体を満たすことができる。一例では、流体は、切断されている骨又は
組織を冷却することを意図した冷却液であってもよい。別の例では、流体は、切断されて
いる骨又は組織を冷却することを意図した冷却ガス又は冷風であってもよい。図示の変形
例において、隣接する歯（６０）の間の１つの空間は、ピーク（７０）の間のバレーもま
た画定する隣接する表面（６６）と表面（６８）とによって画定される。他の空間は、そ
れぞれのピーク（７０）で収束する表面（６２）と表面（６４）によって画定される。こ
れらの表面（６２、６４）は、隣接する表面（６６、６８）によって画定されたバレーに
直交して位置付けられた部分又は半分のバレーを画定する。本実施例が、錐体形を含む三
次元形状を有するものとして、歯（６０）を図示する一方、歯（６０）の他の三次元形状
又はパターンは、本明細書の教示を鑑みれば、当業者には明らかになるであろう。
【００２９】
　図４～図６は、ブレード（４０）の代わりに、器具（１０）に組み込むことができる別
の例示的な鋸歯状の超音波ブレード（１４０）を示す。本実施例のブレード（１４０）は
また、鋸歯状の縁部（１４２）を有するが、本実施例では、複数の歯（１６０）は、反復
している三角形状の歯（１６０）から形成される。それぞれの歯（１６０）は、第１の傾
斜面（１６６）と、第２の傾斜面（１６８）と、ピーク（１７０）と、を含む。ピーク（
１７０）は、それぞれの対応する歯（１６０）に対する第１の傾斜面（１６６）及び第２
の傾斜面（１６８）の交差部で画定されている。バレー（１７２）は、隣接する歯（１６
０）の間で画定される。このように、１つの歯（１６０）の第１の傾斜面（１６６）と隣
接する歯（１６０）の第２の傾斜面（１６８）との交差部は、バレー（１７２）を画定す
る。すべての変形例において必要であるわけではないが、本実施例では、歯（１６０）は
、それぞれの歯（１６０）が概ね同じ大きさであるように均一の様式で繰り返されている
。
【００３０】
　隣接するピーク（１７０）又はバレー（１７２）の間の間隔は、隣接する歯（１６０）
の間の歯間又は間隔と称されてもよい。本実施例では、隣接する歯（１６０）の間の間隔
は、ブレード（１４０）を通って伝達された超音波振動の波長の大きさより小さくなるよ
うに維持されている。例えば、本実施例では、隣接するピーク（１７０）又はバレー（１
７２）の間隔は、調和波長の約１／１０００～約１／１０の範囲である。単なる例であり
、限定されるものではないが、振動周波数５５ｋＨｚを有するシステムにおいて、この間
隔は、約０．０１センチメートル～約０．１センチメートル（約０．００４インチ～約０
．０４インチ）の範囲内であると考えられる。調和波長に対する他の歯間構成は、本明細
書の教示を鑑みれば、当業者には明らかになるであろう。
【００３１】
　鋸歯状の縁部（１４２）は、本明細書の教示を考慮することで、当業者には明らかとな
る種々の方法で製造することができる。例えば、いくつかの製造適用例としては、とりわ
け、写真食刻、ブレード（１４０）への被覆の印刷、レーザ機械加工、及び冷間成形が挙
げられる。
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【００３２】
　歯（１６０）の三角形状は、三次元の表面を提供する。この三次元の表面は、隣接する
歯（１６０）の間に空間を提供する。骨又は対象の組織を超音波切断する場合、隣接する
歯（１６０）の間の空間に流体を満たすことができる。一例では、流体は、切断されてい
る骨又は組織を冷却することを意図した冷却液であってもよい。別の例では、流体は、切
断されている骨又は組織を冷却することを意図した冷却ガス又は冷風であってもよい。図
示の変形例では、隣接する歯（１６０）の間の１つの空間は、隣接する面（１６６）と、
ピーク（１７０）の間のバレー（１７２）もまた画定する表面（１６８）とによって画定
される。この空間は、ブレード（１４０）の鋸歯状の縁部（１４２）に沿って繰り返され
る。本実施例が、三角形状を含む三次元形状を有するものとして、歯（１６０）を図示す
る一方、歯（１６０）の他の三次元形状又はパターンは、本明細書の教示を鑑みれば、当
業者には明らかになるであろう。
【００３３】
　図７は、ブレード（４０）の代わりに、器具（１０）に組み込むことができる別の例示
的な鋸歯状の超音波ブレード（１８０）を示す。本例のブレード（１８０）は、ブレード
（１４０）と同様であり、ブレード（１４０）と同じ又は同様の方法で製造することがで
きる。ブレード（１８０）は、交互の第１の傾斜面（１８２）と第２の傾斜面（１８４）
とを含む。ピーク（１８６）は、対応する歯毎に、第１の傾斜面（１８２）及び第２の傾
斜面（１８４）の交差部で画定される。隣接する歯の間、又は歯の第１の傾斜面（１８２
）と隣接する歯の第２の傾斜面（１８４）との交差部に、バレー（１８８）が画定される
。隣接するピーク（１８６）又はバレー（１８８）の間の間隔は、隣接する歯の間の歯間
又は間隔と称されてもよい。本実施例では、隣接する歯の間隔は、ブレード（１８０）を
通って伝達される超音波振動の波長の大きさより小さくなるように維持されている。例え
ば、本実施例では、隣接するピーク（１８６）又はバレー（１８８）の間隔は、調和波長
の約１／１０００～約１／１０の範囲である。単なる例であり、限定されるものではない
が、振動周波数５５ｋＨｚを有するシステムにおいて、この間隔は、約０．０１センチメ
ートル～約０．１センチメートル（約０．００４インチ～約０．０４インチ）の範囲内で
あると考えられる。調和波長に対する他の歯間構成は、本明細書の教示を鑑みれば、当業
者には明らかになるであろう。
【００３４】
　本実施例では、ブレード（１８０）は、長さに沿う長手方向軸線（Ａ１）を画定する。
第１の傾斜面（１８２）は、第１の角度（θ１）を長手方向軸線（Ａ１）と画定し、第２
の傾斜面（１８４）は、第２の角度（θ２）を長手方向軸線（Ａ１）と画定する。第１の
角度（θ１）は、鋭角であり、第２の角度（θ２）より小さい。第２の角度（θ２）は、
鈍角である。しかしながら、別の実施例では、第２の角度（θ２）は、約９０度の角度で
ある。更に別の実施例では、第２の角度（θ２）は、第１の角度（θ１）より大きい鋭角
である。第１及び第２の傾斜面（１８２、１８４）の構成では、長手方向軸線（Ａ１）に
対して面（１８２）の傾斜は、面（１８４）の傾斜より小さいか、面（１８４）の傾斜ほ
ど急ではない。ブレード（４０、１４０）とは異なり、記載されたような角度及び傾斜で
は、複数の歯のそれぞれは、直交軸線がピーク（１８６）を通って延びる長手方向軸線（
Ａ１）に対して直交軸線を中心に非対称である。
【００３５】
　ブレード（１８０）は、三次元の表面を提供する三角形の歯を含む。この三次元の表面
は、隣接する歯の間に空間を提供する。骨又は対象の組織を超音波切断する場合、隣接す
る歯の間の空間に流体を満たすことができる。一例では、流体は、切断されている骨又は
組織を冷却することを意図した冷却液であってもよい。別の例では、流体は、切断されて
いる骨又は組織を冷却することを意図した冷却ガス又は冷風であってもよい。図示の変形
例では、隣接する歯の間の１つの空間は、隣接する表面（１８２）と、ピーク（１８６）
の間のバレー（１８８）もまた画定する表面（１８４）とによって画定される。この空間
は、ブレード（１８０）の鋸歯状の縁部に沿って繰り返される。本実施例では、三角形状
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を含む三次元形状を有するものとして、歯を図示する一方、歯の他の三次元形状又はパタ
ーンは、本明細書の教示を鑑みれば、当業者には明らかになるであろう。
【００３６】
　図８は、ブレード（４０）の代わりに、器具（１０）に組み込むことができる別の例示
的な鋸歯状の超音波ブレード（１９０）を示す。本例のブレード（１９０）は、ブレード
（１４０）と同様であり、ブレード（１４０）と同じ又は同様の方法で製造することがで
きる。ブレード（１９０）は、ブレード（１９０）の１つの歯のピーク（１９２）からブ
レード（１９０）の隣接する歯の別のピーク（１９２）まで延在する反復波形形状の表面
（１９４）を含む。このように、ピーク（１９２）は、反復波形形状表面（１９４）の交
差部で画定され、バレーは、ピーク（１９４）の間に画定される。隣接するピーク（１９
２）又はバレーの間の間隔は、隣接する歯の間の歯間又は間隔と称されてもよい。本実施
例では、隣接する歯の間の間隔は、ブレード（１９０）を通って伝達された超音波振動の
波長の大きさより小さくなるように維持されている。例えば、本実施例では、隣接するピ
ーク（１９２）又はバレーの間隔は、調和波長の約１／１０００～約１／１０の範囲であ
る。単なる例であり、限定されるものではないが、振動周波数５５ｋＨｚを有するシステ
ムにおいて、この間隔は、約０．０１センチメートル～約０．１センチメートル（約０．
００４インチ～約０．０４インチ）の範囲であると考えられる。調和波長に対する他の歯
間構成は、本明細書の教示を鑑みれば、当業者には明らかになるであろう。
【００３７】
　ブレード（１９０）は、三次元の表面を提供する尖形状の歯を含む。この三次元の表面
は、隣接する歯の間に空間を提供する。骨又は対象の組織を超音波切断する場合、隣接す
る歯の間の空間に流体を満たすことができる。一例では、流体は、切断されている骨又は
組織を冷却することを意図した冷却液であってもよい。別の例では、流体は、切断されて
いる骨又は組織を冷却することを意図した冷却ガス又は冷風であってもよい。図示の変形
例では、隣接する歯の間の１つの空間は、ピーク（１９２）間のバレーもまた画定する波
形形状表面（１９４）によって画定される。この空間は、ブレード（１９０）の鋸歯状の
縁部に沿って繰り返される。本実施例では、尖形状を含む三次元形状を有するものとして
、歯を図示する一方、歯の他の三次元形状又はパターンは、本明細書の教示を鑑みれば、
当業者には明らかになるであろう。
【００３８】
　ＩＩ．導波管内にローブブレード及び冷却剤ルーメンを有する例示的な超音波外科用器
具
　場合によっては、超音波ブレードの遠位部分のみが骨に接触するように、骨と超音波ブ
レードの近位部分との間の接触を最小にすることが所望され得る。これは、超音波ブレー
ドの遠位部分のみが実際に骨を切断しているのに対し、超音波ブレードの近位部分は、不
要な（場合によっては有害な）熱を単に生成している可能性があるためである。そのため
に、図９～図１１は、音響駆動系の切断していない近位部分間の不要な接触を最小にし、
音響駆動系の生産的に切断している遠位部分間の接触を維持する、例示的な代替例のエン
ドエフェクタ（２００）を示している。具体的には、本例のエンドエフェクタ（２００）
は、ブレード（４０）及び導波管（３２）の代わりに、器具（１０）に組み込むことがで
きる超音波ブレード（２１０）及び導波管（２０２）を含むが、液体分配機構（５０）は
省略されている。
【００３９】
　ブレード（２１０）及び導波管（２０２）は、器具（１０）のコンテキストで説明され
ているが、ブレード（２１０）及び導波管（２０２）は、任意の他の種類の超音波外科用
器具に組み込まれてもよいことを理解されたい。本実施例の導波管（２０２）は、ルーメ
ン（２０４）及び一対の遠位開口部（２０６）を画定する。本例では、ルーメン（２０４
）は、ポート（２２）及び導管（１８）を介して流体源（１６）と流体連通している。し
たがって、冷却液は、以下に更に詳細に記載するように、ルーメン（２０４）に送達され
、ルーメン（２０４）を通って送達され、最終的に開口部（２０６）を介して排出され得
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ることを理解されたい。
【００４０】
　本実施例のブレード（２１０）は、概ねローブ形状又は円盤形状を有する。一対のテー
パ面（２１４）は、ブレード（２１０）の周辺を取り囲む。テーパ面（２１４）は、ブレ
ード（２１０）の周囲に延在する刃先（２１２）を画定するように交差する。変形例によ
っては、すべての変形例において必要とされないが、テーパ面（２１４）は、使用中、切
断部位により近くに冷却流体を運ぶように構成されたチャネル又は孔を含む。テーパ面（
２１４）がチャネル又は孔を含むかかる変形例において、ブレード（２１０）の周囲に刃
先（２１２）が連続するように、刃先（２１２）は、かかるチャネル又は孔によって中断
されない。
【００４１】
　ブレード（２１０）は、ブレード（２１０）の近位部分を越えてブレード（２１０）の
長さのおよそ途中まで導波管（２０２）が延在するように、差し込み構成で導波管（２０
２）に接続している。ブレード（２１０）の形状及び導波管（２０２）の構成により、導
波管（２０２）の遠位開口部（２０６）は、例えば、図１に示される実施形態と比べて、
切断が発生するブレード（２１０）の部分の近くに位置付けられる。この構成により、冷
却流体の過大なミスティング及びバブリングを最小限にして、使用者の視界を阻害するこ
とがないようにしている。またこの構成により、一部の他の構成より良好な制御及び精度
で、発熱が起こる切断領域に冷却流体を搬送し、又は搬送する能力がもたらされる。例え
ば、使用時、骨切断プロセス中にブレード（２１０）の先端を骨に埋設し得る場合、ブレ
ード（２１０）のこの先端部分に、冷却流体を搬送又は送達することができる。
【００４２】
　切断が発生するブレード（２１０）の一部の近くに冷却流体を排出することに加え、切
断用途において、ブレードの近位領域に沿って過剰な発熱が起こる場合がある。本実施例
では、図１１で最も良く分かるように、冷却流体は、ブレード（２１０）の刃先（２１２
）の両側の遠位開口部（２０６）から出てくると考えられる。更に、上述したような導波
管（２０２）の構成では、冷却流体は、切断中の過剰な発熱を防止又はこれに対処するた
めに、遠位開口部（２０６）からブレード（２１０）の近位領域へ向けられる。図９～図
１１の図示された変形例では、ブレード（２１０）は、導波管（２０２）の上部がブレー
ド（２１０）のほぼ中央と位置合わせされ、導波管（２０２）の長手方向中心線が、ブレ
ード（２１０）の下の１／４の部分と位置合わせされるように、導波管（２０２）から上
方に延在している。この構成により、放出された冷却流体は、最初に、ブレード（２１０
）の両側のブレード（２１０）の半分の表面と接触し、次いで、ブレード（２１０）の残
りの表面へ流れる。
【００４３】
　図１２～図１３は、ブレード（４０）及び導波管（３２）の代わりに、器具（１０）に
組み込むことができる超音波ブレード（３１０）及び導波管（３０２）を含む別の例示的
なエンドエフェクタ（３００）を示し、液体分配機構（５０）は省略されている。ブレー
ド（３１０）及び導波管（３０２）は、器具（１０）のコンテキストで説明されているが
、ブレード（３１０）及び導波管（３０２）は、任意の他の種類の超音波外科用器具に組
み込まれてもよいことを理解されたい。本実施例の導波管（３０２）は、ルーメン（３０
４）と、一組の遠位開口部（３０６、３０８）とを画定する。本例では、ルーメン（３０
４）は、ポート（２２）及び導管（１８）を介して流体源（１６）と流体連通している。
したがって、冷却液は、以下に更に詳細に記載するように、ルーメン（３０４）に送達さ
れ、ルーメン（３０４）を通って送達され、最終的に開口部（３０６、３０８）を介して
排出され得ることを理解されたい。
【００４４】
　本実施例のブレード（３１０）は、概ねローブ形状又は円盤形状を有する。一対のテー
パ面（３１４）は、ブレード（３１０）の周辺を取り囲む。テーパ面（３１４）は、ブレ
ード（３１０）の周囲に延在する刃先（３１２）を画定するように交差する。変形例によ
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っては、すべての変形例において必要とされないが、テーパ面（３１４）は、使用中、切
断部位により近くに冷却流体を運ぶように構成されたチャネル又は孔を含む。テーパ面（
３１４）がチャネル又は孔を含むかかる変形例において、刃先（３１２）は、ブレード（
３１０）の周囲に刃先（３１２）が連続するように、このようなチャネル又は孔によって
中断されない。
【００４５】
　ブレード（３１０）は、導波管（３０２）がブレード（３１０）の近位部分に当接する
ように導波管（３０２）に接続される。ブレード（３１０）の形状及び導波管（３０２）
の構成により、導波管（３０２）の遠位開口部（３０６、３０８）は、例えば、図１に示
される実施形態と比べて、切断が発生するブレード（３１０）の部分により近くに位置付
けられる。この構成により、冷却流体の特大のミスティング及びバブリングを最小限にし
て、使用者の視界を阻害することがないようにしている。またこの構成により、一部の他
の構成より良好な制御及び精度で、発熱が起こる切断領域に冷却流体を搬送し、又は搬送
する能力がもたらされる。例えば、使用時、骨切断プロセス中にブレード（３１０）の先
端を骨に埋設し得る場合、ブレード（３１０）のこの先端部分に冷却流体を搬送又は送達
することができる。
【００４６】
　切断が発生するブレード（３１０）の一部の近くに冷却流体を排出することに加え、切
断用途において、ブレードの近位領域に沿って過剰な発熱が起こる場合がある。本実施例
では、図１３で最も良く分かるように、冷却流体は、ブレード（３１０）の刃先（３１２
）の両側の遠位開口部（３０６、３０８）から出てくると考えられる。更に、上述したよ
うな導波管（３０２）の構成では、冷却流体は、切断中の過剰な発熱を防止するか、又は
発熱に対処するために、ブレード（３１０）の遠位開口部（３０６、３０８）から近位領
域へ向けられる。図１２～図１３の図示された変形例では、ブレード（３１０）は、導波
管（３０２）の長手方向中心線がブレード（３１０）のほぼ中心と位置合わせされるよう
に導波管（３０２）の中心に位置している。この構成により、放出された冷却流体は、最
初にブレード（３１０）の両側の中心の近くのブレード（３１０）の表面と接触し、次い
で、ブレード（３１０）のより遠位表面へ流れる。
【００４７】
　本実施例では、遠位開口部（３０８）は、ブレード（２１０）に関して上述した遠位開
口部（２０６）と同様である。しかしながら、本実施例における遠位開口部（３０８）は
、ブレード（２１０）を有する遠位開口部（２０６）の半円形とは対照的に、長方形の形
状を有する。遠位開口部（３０８）及び又は遠位開口部（２０６）の形状に対する様々な
変更例は、本明細書の教示を鑑みれば、当業者には明らかになるであろう。図１２～図１
３の図示された実施例における遠位開口部（３０６）は、図１２において最も良く分かる
ように、ブレード（３１０）のテーパ面（３１４）と位置合わせされている。上述したよ
うに、いくつかの変形例では、テーパ面（３１４）は、ブレード（３１０）の周囲の刃先
（３１２）に冷却流体を提供するようにブ、レード（３１０）の周囲に冷却流体を運ぶた
めの孔又はチャネルを含む。このような孔又はチャネルがテーパ面（３１４）にない変形
例では、冷却流体は依然、テーパ面（３１４）に沿って流れて、ブレード（３１０）の周
囲の刃先（３１２）に冷却流体を提供することができる。
【００４８】
　本実施例では、遠位開口部（３０６、３０８）の複数の組が存在する。より具体的には
、一組の遠位開口部（３０８）は、他の組の遠位開口部（３０６）と比較して、より大き
い体積の冷却流体をブレード（３１０）の表面に送達する。このように、遠位開口部（３
０８）は、遠位開口部（３０６）のための開口部より大きい開口部を提供する。遠位開口
部（３０６、３０８）の組に対する他の変更例は、本明細書の教示を鑑みれば、当業者に
は明らかになるであろう。例えば、開口部の相対サイズの大きさは、より大きくても若し
くはより小さくてもよく、かつ／又は遠位開口部の組数は、他の変更例においてより多く
ても若しくより少なくてもよい。
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【００４９】
　図１４～図１５は、ブレード（４０）及び導波管（３２）の代わりに、器具（１０）に
組み込むことができる超音波ブレード（４１０）及び導波管（４０２）を含むが、液体分
配機構（５０）は省略されている、別の例示的なエンドエフェクタ（４００）を示す。ブ
レード（４１０）及び導波管（４０２）は、器具（１０）のコンテキストで説明されてい
るが、ブレード（４１０）及び導波管（４０２）は、任意の他の種類の超音波外科用器具
に組み込まれてもよいことを理解されたい。本実施例の導波管（４０２）は、ルーメン（
４０４）及び遠位開口部（４０６）を画定する。本例では、ルーメン（４０４）は、ポー
ト（２２）及び導管（１８）を介して流体源（１６）と流体連通している。したがって、
冷却液は、以下に更に詳細に記載するように、ルーメン（４０４）に送達され、ルーメン
（４０４）を通って送達され、最終的に開口部（４０６）を介して排出され得ることを理
解されたい。
【００５０】
　本実施例のブレード（４１０）は、概ねローブ形状又は円盤形状を有する。一対のテー
パ面（４１４）は、ブレード（４１０）の周辺を取り囲む。テーパ面（４１４）は、ブレ
ード（４１０）の周囲に延在する刃先（４１２）を画定するように交差している。変形例
によっては、すべての変形例において必要とされないが、テーパ面（４１４）は、使用中
、切断部位により近くに冷却流体を運ぶように構成されたチャネル又は孔を含む。テーパ
面（４１４）がチャネル又は孔を含む変形例において、刃先（４１２）は、ブレード（４
１０）の周囲に刃先（４１２）が連続するように、このようなチャネル又は孔によって中
断されない。
【００５１】
　ブレード（４１０）は、導波管（４０２）がブレード（４０２）の近位部分に当接する
ように導波管（４１０）に接続される。ブレード（４１０）の形状及び導波管（４０２）
の構成により、導波管（４０２）の遠位開口部（４０６）は、例えば、図１に示される実
施形態と比べて、切断が発生するブレード（４１０）の部分の近くに位置付けられる。こ
の構成により、冷却流体の特大のミスティング及びバブリングを最小限にして、使用者の
視界を阻害することがないようにしている。またこの構成により、一部の他の構成より良
好な制御及び精度で、発熱が起こる切断領域に冷却流体を搬送し、又は搬送する能力がも
たらされる。例えば、使用時、骨切断プロセス中にブレード（４１０）の先端を骨に埋設
し得る場合、ブレード（４１０）のこの先端部分に冷却流体を搬送又は送達することがで
きる。
【００５２】
　切断が発生するブレード（４１０）の一部の近くに冷却流体を排出することに加え、切
断用途において、ブレードの近位領域に沿って過剰な発熱が起こる場合がある。本実施例
では、図１５で最も良く分かるように、冷却流体は、ブレード（４１０）の刃先（４１２
）の片側の遠位開口部（４０６）から出てくると考えられる。更に、上述したような導波
管（４０２）の構成により、冷却流体は、切断中の過剰な発熱を防止又はこれに対処する
ために、ブレード（４１０）の遠位開口部（４０６）から近位領域へ向けられる。図１４
～図１５の図示された変形例では、導波管（４０２）の長手方向中心線は、ブレード（４
１０）のほぼ中央と位置合わせされている。この構成により、放出された冷却流体は、最
初にブレード（４１０）の片側のブレード（４１０）の表面と接触し、次いで、切断され
ている骨及び／又は組織を冷却するために切断部位に分散される。一部の実施例では、ブ
レード（４１０）の片側のみに位置する単一の遠位開口部（４０６）だけを有するエンド
エフェクタ（４００）を使用する場合、切断部位での視認性を向上させることができる。
【００５３】
　本実施例は、ブレード（４１０）の片側に位置する単一の遠位開口部（４０６）を示し
ているが、遠位開口部（４０６）に対する他の変更例が、本明細書の教示を鑑みれば、当
業者には明らかになるであろう。例えば、遠位開口部（４０６）の大きさは、より大きく
ても若しくはより小さくてもよく、かつ／又は遠位開口部の数は、例えば、ブレード（４
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１０）の片側に位置する２つ以上の遠位開口部を有する他の変更例において、より多くて
もよい。更に他の変形例では、エンドエフェクタ（４００）は、ブレード（４１０）は、
ルーメン（４０４）へのアクセスを提供する遠位開口部が複数存在し得るように、遠位開
口部（４０６）を二分するように位置付けられているエンドエフェクタ（２００）と類似
するように変更されてもよい。
【００５４】
　ＩＩＩ．特大の遠位端を有するブレードを有する例示的な超音波外科用器具
　場合によっては、実質的に平坦なプロファイルを有する超音波ブレードは、骨の中に形
成された切り口に付着する傾向があり得る。更に又は代替的に、実質的に平坦なプロファ
イルを有する超音波ブレードが切り口に配置された場合、冷却液が、骨の中に形成された
切り口に入ることが困難であり得る。このため、超音波ブレードの近位部分よりも幅広く
、かつ／又は太い遠位部分を有する超音波ブレードを提供することが所望され得る。この
ような構成によれば、ブレードが骨に形成された切り口に付着する危険性を低減すること
ができる。更に又は代替的に、このような構成は、ブレードが切り口に配置されている間
であっても、切り口への冷却液の進入を促進することができる。その目的のために、図１
６～図１７は、ブレード（４０）の代わりに、器具（１０）に組み込むことができる別の
例示的な超音波ブレード（５００）を示す。代替的に、ブレード（５００）は、液体分配
機構（５０）のような液体分配機構を備えているか、又は備えていない任意の他の種類の
超音波外科用器具に組み込むことができる。したがって、ブレード（５００）は、所望の
場合、ブレード（５００）を１つ以上の液冷機構とともに使用することができるが、液冷
機構と組み合わせて必ずしも使用される必要はないことを理解されたい。
【００５５】
　本例のブレード（５００）は、近位端（５１０）と、特大の遠位端（５２０）と、刃先
（５３０）と、開口部（５４０）と、を含む。近位端（５１０）は、第１の表面（５１２
）と、第２の表面（５１４）と、第１の縁部（５１６）と、第２の縁部（５１８）と、を
含む。特大の遠位端（５２０）は、第１の表面（５２２）及び第２の表面（５２４）を含
む。刃先（５３０）は、特大の遠位端（５２０）の周径に沿って延び、第１の刃先部分（
５３２）と、第２の刃先部分（５３４）と、第３の刃先部分（５３６）と、を含む。
【００５６】
　本実施例では、骨を切断する際、特大の遠位端（５２０）を有するブレード（５００）
は、外側の骨、例えば、皮質骨に特大のスロットを生成する。ブレード（５００）が更に
骨の中に貫通し、例えば、内側の海綿骨に達すると、ブレードの近位端（５１０）は、特
大の遠位端（５２０）で達成される切断動作によって形成された特大のスロットの中に据
えられる。このように、近位端（５１０）が、特大の遠位端（５２０）によって生成され
た特大のスロットより小さいため、ブレード（５００）が骨の中に付着又は詰まる可能性
又はリスクが軽減される。また、特大の遠位端（５２０）によって生成された、より小さ
い近位端（５１０）より大きい特大のスロットにより、冷却流体が使用される場合、冷却
流体が、冷却用に、切断された骨に達し、かつ冷却用に、ブレード（５００）の遠位端（
５２０）に達するように、切断された骨の中へのフロー経路が増加するように、切断され
た骨と近位端（５１０）との間に空間が設けられる。
【００５７】
　図１６を参照して、ブレード（５００）は、長手方向軸線（ＬＡ）を画定する。遠位端
（５２０）の第１の表面（５２２）は、第１の軸線（Ａ１）を画定し、同様に、遠位端（
５２０）の第２の表面（５２４）は、第２の軸線（Ａ２）を画定する。第１の角度（θ１
）は、第１の軸線（Ａ１）と長手方向軸線（ＬＡ）との間並びに第２の軸線（Ａ２）と長
手方向軸線（ＬＡ）との間で画定される。本実施例では、第１の角度（θ１）は、０度よ
り大きい鋭角である。単なる例であり、限定されるものではないが、１つの例では、第１
の角度（θ１）は、約３度である。他の例では、第１の角度（θ１）は、３度より大きい
か、又は３度未満であってもよい。したがって、第１及び第２の表面（５２２、５２４）
は、長手方向軸線（ＬＡ）に対して平行ではない。図１６において最も良く分かるように
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、この構成では、ブレード（５００）の厚さは、ブレード（５００）が刃先（５３０）で
終端するテーパが存在するブレード（５００）の最遠位部分まで、遠位にブレード（５０
０）が延在するにつれて増大する。このように、ブレード（５００）は、長手方向軸線（
ＬＡ）に対して垂直な第１の寸法において特大の遠位端（５２０）を含む。第１の寸法は
、本明細書においてブレード（５００）の厚さと一致するものとして称することができる
。
【００５８】
　図１７を参照して、ブレード（５００）は、上記のように長手方向軸線（ＬＡ）を画定
する。刃先（５３０）の第１の刃先部分（５３２）は、第３の軸線（Ａ３）を画定し、同
様に、刃先（５３０）の第２の刃先部分（５３４）は、第５の軸線（Ａ５）を画定する。
近位端（５１０）の第１の縁部（５１６）は、第４の軸線（Ａ４）を画定し、同様に、近
位端（５１０）の第２の縁部（５１８）は、第６の軸線（Ａ６）を画定する。第２の角度
（θ２）は、第３の軸線（Ａ３）と長手方向軸線（ＬＡ）との間、並びに第５の軸線（Ａ
５）と長手方向軸線（ＬＡ）との間で画定される。第３の角度（θ３）は、第４の軸線（
Ａ４）と長手方向軸線（ＬＡ）との間、並びに第６の軸線（Ａ６）と長手方向軸線（ＬＡ
）との間で画定される。
【００５９】
　本実施例では、第２の角度（θ２）は、０度より大きい鋭角である。単なる例であり、
限定されるものではないが、１つの例では、第２の角度（θ２）は、約４度である。他の
例では、第２の角度（θ２）は、４度より大きいか、又は４度未満であってもよい。した
がって、第１及び第２の刃先部分（５３２、５３４）は、長手方向軸線（ＬＡ）に対して
平行ではない。図１７において最も良く分かるように、この構成では、ブレード（５００
）の遠位端（５２０）の幅は、ブレード（５００）が内側に湾曲し、終端するブレード（
５００）の最遠位部分まで、ブレード（５００）の遠位端（５２０）が遠位に延在するに
つれて、サイズが増大する。このように、ブレード（５００）は、長手方向軸線（ＬＡ）
に対して再度垂直な第２の寸法において特大の遠位端（５２０）を含む。この第２の寸法
は、本明細書においてブレード（５００）の幅と一致するものとして称することができる
。
【００６０】
　本実施例では、第３の角度（θ３）は、０度よりも大きい鋭角である。単なる例であり
、限定されるものではないが、１つの例では、第３の角度（θ３）は、約２度である。他
の実施例では、第３の角度（θ３）は、２度より大きいか、又は２度未満であってもよい
。したがって、近位端（５１０）の第１及び第２の縁部（５１６、５１８）は、長手方向
軸線（ＬＡ）に対して平行ではない。図１７において最も良く分かるように、この構成で
は、ブレード（５００）の近位端（５１０）の幅は、近位端（５１０）が遠位端（５２０
）と接する地点で最も小さい。近位端（５１０）の最近位領域から遠位端（５２０）に向
かって移動する場合、上述のように、ブレード（５００）の幅は、幅が増加し始める遠位
端（５２０）に達するまで減少する。このように、ブレード（５００）の遠位端（５２０
）の特大の構成は、遠位端（５２０）に直接隣接している近位端（５１０）の部分に対応
している。図１７において最も良く分かるように、ブレード（５００）の遠位端（５２０
）の特大の構成は、遠位端（５２０）と一致するブレード（５００）の切断領域に向けら
れる。
【００６１】
　上述のように、ブレード（５００）は、開口部（５４０）を含む。開口部（５４０）は
、冷却流体がブレード（５００）の両側の間を流れることを可能にする。このように、ブ
レード（５００）の反対側から冷却流体が最初に提供されても、ブレード（５００）の片
側に局在するか又はより多い場合がある発熱を冷却することができる。
【００６２】
　図１８～図１９は、ブレード（４０）の代わりに、器具（１０）に組み込むことができ
る別の例示的な超音波ブレード（６００）を示す。代替的に、ブレード（６００）は、液
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体分配機構（５０）のような液体分配機構を備えるか、又は備えない器具を含む、任意の
他の種類の超音波外科用器具に組み込むことができる。したがって、ブレード（６００）
は、所望の場合、ブレード（６００）を１つ以上の液冷機構とともに使用することができ
るが、液冷機構と組み合わせて必ずしも使用される必要はないことを理解されたい。
【００６３】
　本例のブレード（６００）は、近位端（６１０）と、第１の遠位領域（６２０）と、第
２の遠位領域（６４０）と、第１と第２の遠位領域（６２０、６４０）との間の移行領域
（６３０）と、刃先（６６０）と、開口部（６５０）と、を含む。近位端（６１０）は、
第１の表面（６１２）と、第２の表面（６１４）と、第１の縁部（６１６）と、第２の縁
部（６１８）と、を含む。第１の遠位領域（６２０）は、第１の表面（６２２）と、第２
の表面（６２４）と、を含む。第２の遠位領域（６４０）は、第１の表面（６４２）と、
第２の表面（６４４）と、含む。移行領域（６３０）は、第１の表面（６３２）と、第２
の表面（６３４）と、を含む。刃先（６６０）は、第１及び第２の遠位領域（６２０、６
４０）の円周に沿って延在し、第１の刃先部分（６６２）と、第２の刃先部分（６６６）
と、第３の刃先部分（６７０）と、第４の刃先部分（６６８）と、第５の刃先部分（６６
４）と、を含む。
【００６４】
　本実施例では、第２の遠位領域（６４０）は、ブレード（５００）の特大の遠位端（５
２０）と同様に特大である。本実施例では、骨を切断する場合、特大の第２の遠位領域（
６４０）を有するブレード（６００）は、外側の骨、例えば、皮質骨において特大のスロ
ットを生成する。ブレード（６００）が骨の中に更に貫通し、例えば、内側の海綿骨に達
すると、ブレード（６００）の第１の遠位領域（６２０）は、第２の遠位領域（６４０）
で達成される切断動作によって形成された特大のスロット内に据えられる。このように、
第１の遠位領域（６２０）が特大の第２の遠位領域（６４０）によって生成された特大の
スロットより小さいため、ブレード（６００）が骨の中に付着又は詰まる可能性又はリス
クが軽減される。また、特大の第２の遠位領域（６４０）によって生成された、より小さ
い第１の遠位領域（６２０）より大きい特大のスロットにより、かかる冷却流体が使用さ
れる場合、冷却流体が、冷却用に、切断された骨に達し、かつ冷却用に、ブレード（６０
０）の第２の遠位領域（６４０）に達するように、切断された骨の中へのフロー経路が増
加するように、切断された骨と第１の遠位領域（６２０）との間に空間が設けられる。
【００６５】
　図１８を参照して、ブレード（６００）は、位置合わせされている長手方向軸線（ＬＡ
）を画定する。移行領域（６３０）の第１の表面（６３２）は、第７の軸線（Ａ７）を画
定し、同様に、移行領域（６３０）の第２の表面（６３４）は、第８の軸線（Ａ８）を画
定する。第１の角度（φ１）は、第７の軸線（Ａ７）と長手方向軸線（ＬＡ）との間、及
び第８の軸線（Ａ８）と長手方向軸線（ＬＡ）との間で画定される。本実施例では、第１
の角度（φ１）は、０度より大きい鋭角である。単なる例であり、限定されるものではな
いが、１つの実施例では、第１の角度（φ１）は、約２０度である。他の例では、第１の
角度（φ１）は、２０度より大きいか又は２０度より小さくてもよい。したがって、第１
及び第２の表面（６３２、６３４）は、長手方向軸線（ＬＡ）に対して平行ではない。図
１８において最も良く分かるように、この構成により、ブレード（６００）が、刃先（６
６０）で終端するテーパが存在するブレード（６００）の最遠位部分まで遠位に延びるに
つれて、ブレードの厚さが一定に保たれる地点で、移行領域（６３０）が終端し、第２の
遠位領域（６４０）が始まるまで、ブレード（６００）は、遠位に上へ延びるにつれて、
ブレード（６００）の厚さは、移行領域（６３０）を通ってサイズが増加する。このよう
に、ブレード（６００）は、長手方向軸線（ＬＡ）に対して垂直な第１の寸法において特
大の第２の遠位領域（６４０）を含む。この第１の寸法は、本明細書においてブレード（
６００）の厚さと一致するものとして称することができる。
【００６６】
　図１９を参照して、ブレード（６００）は、上記のように長手方向軸線（ＬＡ）を画定
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する。刃先（６６０）の第２の刃先部分（６６６）に対する接線は、第９の軸線（Ａ９）
を画定する。刃先（６６０）の第１の刃先部分（６６２）は、第１０の軸線（Ａ１０）を
画定する。刃先（６６０）の第５の刃先部分（６６４）は、第１１の軸線（Ａ１１）を画
定する。刃先（６６０）の第４の刃先部分（６６８）に対する接線は、第１２の軸線（Ａ
１２）を画定する。第２の角度（φ２）は、第９の軸線（Ａ９）と長手方向軸線（ＬＡ）
との間並びに第１２の軸線（Ａ１２）と長手方向軸線（ＬＡ）との間で画定される。第３
の角度（φ３）は、第１０の軸線（Ａ１０）と長手方向軸線（ＬＡ）との間並びに第１１
の軸線（Ａ１１）と長手方向軸線（ＬＡ）との間で画定される。
【００６７】
　本実施例では、第２の角度（φ２）は、０度より大きい鋭角である。単なる例であり、
限定されるものではないが、１つの実施例では、第２の角度（φ２）は約１０度である。
他の実施例では、第２の角度（φ２）は、１０度より大きいか、又は１０度未満であって
もよい。図１９において最も良く分かるように、この構成により、ブレード（６００）の
幅は、第２及び第４の刃先部分（６６６、６６８）の間で最も広い。このようにして、ブ
レード（６００）は、長手方向軸線（ＬＡ）に対して再度垂直である第２の寸法にいて特
大の第２の遠位領域（６４０）を含む。この第２の寸法は、本明細書においてブレード（
６００）の幅と一致するものとして称することができる。
【００６８】
　本実施例では、第３の角度（φ３）は、０度よりも大きい鋭角である。単なる例であり
、限定されるものではないが、１つの例では、第３の角度（φ３）は、約３度である。他
の例では、第３の角度（φ３）は、３度より大きいか、又は３度未満であってもよい。し
たがって、刃先（６６０）の第１及び第５の刃先部分（６６２、６６４）は、長手方向軸
線（ＬＡ）に対して平行ではない。図１９において最も良く分かるように、この構成では
、第１の遠位領域（６２０）のブレード（６００）の幅は、第１の遠位領域（６２０）が
移行領域（６３０）と接する位置で最も小さい。第１の遠位領域（６２０）の最近位領域
から移行領域（６３０）に向かって移動する場合、ブレード（６００）の幅は、上述のよ
うに、ブレード（６００）の幅が増加する地点における移行領域（６３０）に達するまで
幅が減少する。このように、ブレード（６００）の第２の遠位領域（６４０）の特大の構
成は、移行領域（６３０）に直接隣接している第１の遠位領域（６２０）の部分に対応し
ている。図１９において最も良く分かるように、ブレード（６００）の第２の遠位領域（
６４０）の特大の構成は、移行領域（６３０）及び第２の遠位領域（６４０）に一致する
ブレード（６００）の切断領域の部分にだけ向けられている。
【００６９】
　上述のように、ブレード（６００）は、開口部（６５０）を含む。開口部（６５０）は
、冷却流体がブレード（６００）の両側の間を流れることを可能にする。このように、ブ
レード（６００）の反対側から冷却流体が最初に提供されても、ブレード（６００）の片
側に局在するか又はより多い場合がある発熱を冷却することができる。
【００７０】
　ＩＶ．遠位端にマイクロスロットを有するブレードを備える例示的な超音波外科用器具
　ブレードの遠位端への冷却液の移動を促進する機構を有する超音波ブレードを構成する
ことが所望され得る。このような機構は、冷却液の搬送又は他の方法で連通するように寸
法決めされ、構成された凹部又は開口部を含み得る。図２０～図２１は、そのような流体
連通する例示的なブレード構成を示し、以下に更に詳細に記載する。特に、図２０～図２
１は、ブレード（４０）の代わりに、器具（１０）に組み込むことができる別の例示的な
超音波ブレード（７００）を示す。代替的に、ブレード（７００）は、液体分配機構（５
０）のような液体分配機構を備えているか、又は備えていない器具を含む、任意の他の種
類の超音波外科用器具に組み込むことができる。したがって、ブレード（７００）は、所
望の場合、ブレード（７００）を１つ以上の液冷機構とともに使用することができるが、
液冷機構と組み合わせて必ずしも使用される必要はないことを理解されたい。
【００７１】
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　本例のブレード（７００）は、ブレード（７００）の遠位部分の周辺に延在する刃先（
７７２）を含む。ブレード（７００）は、本明細書において灌注スロット（７７４）と称
されてもよい開口部（７７４）を更に含む。ブレード（７００）は、ブレード（７００）
の先端に位置するマイクロスロット（７７６）を更に含む。本実施例では、マイクロスロ
ット（７７４）は、約０．０１２３センチメートル（約０．００５インチ）の幅を有する
。他の変形例では、マイクロスロット（７７４）の幅は、０．０１２３センチメートル（
約０．００５インチ）より大きいか、又は小さくてもよい。マイクロスロット（７７４）
は、ファインワイヤによる放電加工（ＥＤＭ）を使用してブレード（７００）の先端を機
械処理することによって、ブレード（７００）に形成することができる。
【００７２】
　骨切断用途において、マイクロスロット（７７６）を有さないブレードの先端は、過剰
な発熱の影響を受け得る。これは、骨の中に先端が押し込まれ、使用され得る任意の冷却
流体から阻害又は阻止される場合に生じる場合がある。図示の変形例では、マイクロスロ
ット（７７６）は、ブレード（７００）の先端と灌注スロット（７７４）とを接続する。
これにより、冷却流体が灌注スロット（７７４）を通過してブレード（７００）の両側に
到達するだけでなく、先端が骨の中に押し込まれても、冷却流体がブレード（７００）の
先端及び切断位置に到達することが可能になる。この構成により、ブレード（７００）の
先端を冷却して、過剰な発熱に対抗することができる。同様に、灌注スロット（７７４）
及びマイクロスロット（７７６）を介して切断中の骨に冷却流体を供給することができ、
過剰な骨の加熱及び炭化を回避するのに役立つことができる。更に、ブレード（７００）
の先端を過熱することにより、ブレード（７００）の不具合を引き起こす場合があるので
、マイクロスロット（７７６）を用いてブレード（７００）の先端を冷却することにより
、ブレード（７００）の安定性及び寿命を向上させることができる。
【００７３】
　マイクロスロット（７７６）を導入することにより、ブレード（７００）はまた柔軟性
を増大させる。このようにして、マイクロスロット（７７６）を含めることにより、ブレ
ード（７００）の先端が２つの部分に分かれる。ブレード（７００）の先端のこれらの２
つの部分は、縦波を伝播するように作用するが、更に、切断中にブレード（７００）に加
えられる横方向の力は、ブレード（７００）の先端の２つの部分を横方向に並進させ、並
進中、マイクロスロット（７７６）から材料を除去させる。場合によっては、灌注を使用
して、マイクロスロット（７７６）から材料を除去することを更に改良することができる
。
【００７４】
　図示の変形例では、マイクロスロット（７７６）は、マイクロスロット（７７６）がブ
レード（７７０）の先端を対称に二分するように、ブレード（７００）の長手方向軸線と
位置合わせされている。このように、マイクロスロット（７７６）は、灌注スロット（７
７４）と平行に延在する。別の例では、マイクロスロット（７７６）は、ブレード（７０
０）の長手方向軸線からオフセットされてもよい。マイクロスロット（７７６）を有する
ブレード（７００）を改良する他の方法は、本明細書における教示を鑑みれば、当業者に
は明らかであろう。
【００７５】
　Ｖ．面取り部及び円形遠位端を有するブレードを備える例示的な超音波外科用器具
　図２２～図２５は、ブレード（４０）の代わりに、器具（１０）に組み込むことができ
る別の例示的な超音波ブレード（８００）を示す。代替的に、ブレード（８００）は、液
体分配機構（５０）のような液体分配機構を備えているか、又は備えていない任意の他の
種類の超音波外科用器具に組み込むことができる。したがって、ブレード（８００）は、
所望の場合、ブレード（８００）を１つ以上の液冷機構とともに使用することができるが
、液冷機構と組み合わせて必ずしも使用される必要はないことを理解されたい。
【００７６】
　本例のブレード（８００）は、本体（８０２）と、灌注スロット（８０４）と、遠位灌
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注面取り部（８２２、８２３）と、近位灌注面取り部（８２０、８２１）と、上面（８１
０）と、下面（８１１）と、側面（８１４、８３４）と、面取り面（８１２、８３２、８
４２）と、円形遠位端部分（８５２、８６２）と、を含む。面取り面（８３２）の下方に
追加的な面取り面（図示せず）がある。
【００７７】
　ブレード（８００）は、長手方向軸線を中心に対称である。ブレード（８００）の第１
の側面には、面取り面（８１２）及び面取り面（８４２）が収束して、ブレード（８００
）の１つの側縁を形成している。面取り面（８１２）は上面（８１０）で終端しているが
、面取り面（８４２）は下面（８１１）で終端している。ブレード（８００）の第２の側
面には、面取り面（８３２）及び別の面取り面（図示せず）が収束して、ブレード（８０
０）の第２の側縁を形成している。面取り面（８３２）は上面（８１０）で終端している
が、他方の面取り面（図示せず）は下面（８１１）で終端している。面取り面（８１２、
８３２、８４２）の一方の側面に隣接して、円形遠位端部分（８５２、８６２）が設けら
れている。円形遠位端部分（８５２）は、ブレード（８００）の上部に沿って位置付けら
れ、円形遠位端部分（８６２）は、ブレード（８００）の下部に沿って位置付けられてい
る。円形遠位端部分（８５２、８６２）は、円形ノーズ部をともに画定する。面取り面（
８１２、８３２、８４２）の反対側に近接して側面（８１４、８３４）が設けられている
。
【００７８】
　灌注スロット（８０４）が、上面（８１０）と下面（８１１）との間に延在している。
上述したように、灌注スロット（８０４）は、冷却流体がブレード（８００）の両側に到
達するための経路を提供する。本実施例では、灌注スロット（８０４）は、図２５におい
て最も良く分かるように、遠位灌注面取り部（８２２、８２３）及び近位灌注面取り部（
８２０、８２１）を含む。ブレード（８００）が冷却流体とともに使用される際、遠位灌
注面取り部（８２２、８２３）は、灌注スロット（８０４）から円形遠位端部分（８５２
、８６２）に冷却流体を外へ向ける。同様に、近位灌注面取り部（８２０、８２１）は、
灌注スロット（８０４）からブレード（８００）のそれぞれの上下面（８１０、８１１）
に近位に冷却流体を外へ向ける。図２５を参照して、遠位灌注面取り部（８２２、８２３
）が収束して、ピーク（８２７）を形成する。同様に、近位灌注面取り部（８２０、８２
１）が収束して、ピーク（８２５）を形成する。ピーク（８２５、８２７）は、それぞれ
、灌注スロット（８０４）の中間の方を指し、このように、ピーク（８２５、８２７）は
、灌注スロット（８０４）から灌注面取り部（８２０、８２１、８２２、８２３）に沿っ
て上及び外側に冷却流体を向けることを促進するように構成されている。
【００７９】
　ブレード（８００）の上面及び下面（８１０、８１１）は、上面及び下面（８１０、８
１１）が、ブレード（８００）の近位領域からブレード（８００）の遠位領域まで延在す
るにつれて、テーパを含む。本実施例では、テーパは、上面及び下面（８１０、８１１）
が遠位に延在するにつれて、テーパが指数関数的様式で減少するように指数関数的として
特徴づけることができる。この構成により、ブレード（８００）の遠位部分は、実質的に
直線状であり、これは、ブレード（８００）を用いてプランジ切断を行うために有用であ
り得る。
【００８０】
　図２６は、ブレード（４０）の代わりに、器具（１０）に組み込むことができる別の例
示的な超音波ブレード（９００）を示す。代替的に、ブレード（９００）は、液体分配機
構（５０）のような液体分配機構を備えるか、又は備えない任意の他の種類の超音波外科
用器具に組み込むことができる。したがって、ブレード（９００）は、所望の場合、ブレ
ード（９００）を１つ以上の液冷機構とともに使用することができるが、液冷機構と組み
合わせて必ずしも使用される必要はないことを理解されたい。
【００８１】
　本例のブレード（９００）は、ブレード（８００）と同様であり、ブレード（８００）
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の本体（８０２）と同様の本体（９０２）を有する。しかしながら、ブレード（９００）
は、涙滴形状の灌注スロット（９２０）を含む。灌注スロット（９２０）は、近位端（９
２８）と、遠位端（９２６）と、側部（９２２、９２４）と、を含む。灌注スロット（９
２０）は、ブレード（９００）の上面（９１０）を通って下面（図示せず）まで延在して
いる。本実施例では、灌注スロット（９２０）の涙滴形状により、ブレード材料が概ね少
なくてもよく、具体的には、ブレード（９００）の遠位領域で少なくてもよい。特定の応
力試験では、ブレード材料の量が減少した場所で、振幅低下の減少が観察され、そのよう
な振幅低下の減少は、使用中のブレード内の応力測定値の減少に対応している。応力プロ
ファイルを改善することができる灌注スロットのための他の形状及び構成は、本明細書に
おける教示を鑑みれば、当業者には明らかであろう。
【００８２】
　ＶＩ．代表的な組み合わせ
　以下の実施例は、本明細書の教示を組み合わせるか又は適用することができる、種々の
非網羅的な方法に関する。以下の実施例は、本出願における又は本出願の後の出願におけ
るどの時点でも提示され得る、いずれの請求項の適用範囲をも限定することを目的とした
ものではない、と理解すべきである。一切の棄権をも意図するものではない。以下の実施
例は、単なる例示の目的で与えられるものにすぎない。本明細書の種々の教示は、他の多
くの方法で構成及び適用が可能であると考えられている。また、いくつかの変形形態では
、以下の実施例において言及される特定の特徴を省略してよいことも、考えられる。した
がって、本発明者又は本発明者の利益の継承者により、後日、そうである旨が明示的に示
されない限り、以下に言及される態様又は特徴のいずれも重要なものとして見なされるべ
きではない。以下に言及される特徴以外の更なる特徴を含む請求項が本出願において、又
は本出願に関連する後の出願において示される場合、これらの更なる特徴は、特許性に関
連するいずれかの理由により追加されたものとしても、仮定されるべきではない。
【実施例】
【００８３】
　（実施例１）
　（ａ）本体と、（ｂ）音波導波管と、（ｃ）本体に対して遠位に位置付けられている超
音波ブレードであって、超音波ブレードは、音波導波管と音響的に連通している、超音波
ブレードと、（ｄ）過剰な熱の蓄積を緩和するように構成された第１の機構であって、第
１の機構は、本体に対して遠位に位置付けられている液体分配機構を含む、第１の機構と
、（ｅ）過剰な熱の蓄積を緩和するように構成された第２の機構と、を備える、外科用器
具。
【００８４】
　（実施例２）
　液体分配機構は、超音波ブレードに隣接して位置付けられ、液体分配機構は、冷却液の
流れを超音波ブレードに運ぶように構成されている、実施例１に記載の外科用器具。
【００８５】
　（実施例３）
　第２の機構は、鋸歯状の縁部を有する超音波ブレードを含み、鋸歯状の縁部は、複数の
歯を含む、実施例１及び２のいずれか１つ以上に記載の外科用器具。
【００８６】
　（実施例４）
　第１の歯のピークと、隣接する第２の歯のピークとの間の間隔によって測定されるよう
な複数の歯のそれぞれの間の間隔は、音波導波管のための調和波長の約１０００分の１～
約１０分の１の範囲内である、実施例３に記載の外科用器具。
【００８７】
　（実施例５）
　複数の歯のそれぞれの間の間隔は、約０．０１センチメートル～約０．１センチメート
ル（約０．００４インチ～約０．０４インチ）の範囲内である、実施例３及び４のいずれ
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か１つ以上に記載の外科用器具。
【００８８】
　（実施例６）
　鋸歯状の縁部は、錐体形状を有する複数の歯を含む、実施例３～５のいずれか１つ以上
に記載の外科用器具。
【００８９】
　（実施例７）
　鋸歯状の縁部は、波形形状を有する複数の歯を含む、実施例３～６のいずれか１つ以上
に記載の外科用器具。
【００９０】
　（実施例８）
　鋸歯状の縁部は、三角形状を有する複数の歯を含む、実施例３～７のいずれか１つ以上
に記載の外科用器具。
【００９１】
　（実施例９）
　複数の歯は、第１の傾斜面及び第２の傾斜面を含み、第１の傾斜面のそれぞれは、超音
波ブレードの長手方向軸線と第１の角度を画定し、第２の傾斜面のそれぞれは、超音波ブ
レードの長手方向軸線と第２の角度を画定し、第１の角度は、鋭角であり、第２の角度よ
り小さい、実施例３～８のいずれか１つ以上に記載の外科用器具。
【００９２】
　（実施例１０）
　第２の角度は、鈍角である、実施例１０に記載の外科用器具。
【００９３】
　（実施例１１）
　第２の角度は、約９０度の角度である、実施例１０に記載の外科用器具。
【００９４】
　（実施例１２）
　超音波ブレードは、長手方向軸線を画定し、複数の歯は、第１の傾斜面及び第２の傾斜
面を含み、長手方向軸線に対する第１の表面のそれぞれの第１の傾斜は、長手方向軸線に
対する第２の表面のそれぞれの第２の傾斜より小さい、実施例３～１１のいずれか１つ以
上に記載の外科用器具。
【００９５】
　（実施例１３）
　複数の歯のそれぞれは、ピークを含み、複数の歯のそれぞれは、超音波ブレードによっ
て画定された長手方向軸線に対して直交してピークを通って延在する軸線に対して対称で
はない、実施例３～１２のいずれか１つ以上に記載の外科用器具。
【００９６】
　（実施例１４）
　複数の歯は、バレーを含み、バレーは、冷却液の流れを液体分配機構から受け取るよう
に構成されている、実施例３～１３のいずれか１つ以上に記載の外科用器具。
【００９７】
　（実施例１５）
　第２の機構は、超音波ブレードを備え、超音波ブレードは、（ａ）遠位端と、（ｂ）ブ
レードの第１の側面をブレードの第２の側面と流体接続する灌注スロットと、（ｃ）遠位
端を通って延び、灌注スロットと接続している、マイクロスロットと、を含む、実施例１
～１４のいずれか１つ以上に記載の外科用器具。
【００９８】
　（実施例１６）
　第２の機構は、超音波ブレード内に位置付けられ、ブレードの第１の側面をブレードの
第２の側面と流体接続している、灌注スロットを含む、実施例１～１５のいずれか１つ以
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上に記載の外科用器具。
【００９９】
　（実施例１７）
　灌注スロットは、灌注スロットからブレードの遠位部分に冷却流体を向けるように構成
された少なくとも１つの遠位面取り部を含む、実施例１６に記載の外科用器具。
【０１００】
　（実施例１８）
　灌注スロットは、涙滴形状を含む、実施例１６及び１７のいずれか１つ以上に記載の外
科用器具。
【０１０１】
　（実施例１９）
　（ａ）本体と、（ｂ）音波導波管と、（ｃ）本体に対して遠位に位置付けられている超
音波ブレードであって、超音波ブレードは、音波導波管と音響的に連通している、超音波
ブレードと、（ｄ）過剰な熱の蓄積を緩和するように構成された液体分配機構であって、
液体分配機構は、音波導波管内にルーメンを含み、ルーメンは、流体源と接続して、ブレ
ードに冷却液の流れを運ぶように構成されている、液体分配機構と、を備える、外科用器
具。
【０１０２】
　（実施例２０）
　ルーメンは、ブレードの片側に冷却流体の流れを向けるように位置付けられている、実
施例１９に記載の外科用器具。
【０１０３】
　（実施例２１）
　ルーメンは、ブレードの両側に冷却流体の流れを向けるように位置付けられている、実
施例１９に記載の外科用器具。
【０１０４】
　（実施例２２）
　一対の開口部を更に備え、一対の開口部のうちの一方がブレードのそれぞれの側にあり
、一対の開口部は、ルーメンと流体連通している、実施例１９～２１のいずれか１つ以上
に記載の外科用器具。
【０１０５】
　（実施例２３）
　複数の組の開口部を更に備え、複数の組の開口部のそれぞれの１つがブレードのそれぞ
れの側に位置付けられ、複数の組の開口部は、ルーメンと流体連通している、実施例１９
～２２のいずれか１つ以上に記載の外科用器具。
【０１０６】
　（実施例２４）
　超音波ブレードは、一対のテーパ面によって画定された刃先を有するローブ形状を含む
、実施例１９～２３のいずれか１つ以上に記載の外科用器具。
【０１０７】
　（実施例２５）
　複数の組の開口部のうちの少なくとも１つは、冷却流体の流れをブレードの刃先の上に
向けるように構成されている、実施例１９～２４のいずれか１つ以上に記載の外科用器具
。
【０１０８】
　（実施例２６）
　（実施例１～１８のいずれか１つ以上に記載の外科用器具と組み合わせた実施例１９～
２５のいずれか１つ以上に記載の外科用器具。
【０１０９】
　（実施例２７）
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　（ａ）本体と、（ｂ）音波導波管と、（ｃ）本体に対して遠位に位置付けられた超音波
ブレードであって、超音波ブレードは、音波導波管と音響的に連通しており、超音波ブレ
ードは、ブレードの近位に隣接した部分に比べて特大の遠位部分を含む、超音波ブレード
と、を備える、外科用器具。
【０１１０】
　（実施例２８）
　特大の遠位部分は、ブレードの厚さと一致する第１の寸法において特大である、実施例
２７に記載の外科用器具。
【０１１１】
　（実施例２９）
　特大の遠位部分は、ブレードの幅と一致する第２の寸法において特大である、実施例２
７及び２８のいずれか１つ以上に記載の外科用器具。
【０１１２】
　（実施例３０）
　灌注スロットを更に備える、実施例２７～２９のいずれか１つ以上に記載の外科用器具
。
【０１１３】
　（実施例３１）
　移行領域を更に含み、ブレードの厚さは、ブレードが遠位に延在するにつれて、移行領
域を通って増加する、実施例２７～３０のいずれか１つ以上に記載の外科用器具。
【０１１４】
　（実施例３２）
　実施例１～２６のいずれか１つ以上に記載の外科用器具と組み合わせた実施例２７～３
１のいずれか１つ以上に記載の外科用器具。
【０１１５】
　ＶＩＩ．その他
　本明細書に記載される器具のいずれの変形形態も、上述されるものに加えて、又はそれ
らの代わりに、種々のその他の特徴を含んでもよい、と理解すべきである。実施例のみの
目的で、本明細書に記載される器具のいずれもが、本明細書に参考として組み込まれる種
々の参考文献のいずれかにおいて開示される種々の特徴のうちの、１つ以上を含むことが
できる。また、多数の方法にて、本明細書の引用文献のいずれかの教示と本明細書の教示
とを容易に組み合わせ得るように、本明細書の教示は、本明細書のその他の引用文献のい
ずれかに記載される器具のいずれにも容易に適用され得る、とも理解すべきである。更に
、当業者は、本明細書の種々の教示が電気外科器具、ステープル留め器具、及び他の種類
の外科器具に容易に適用され得ることを認識するであろう。本明細書の教示が組み込まれ
得るその他の種類の器具が、当業者に明らかであろう。
【０１１６】
　本明細書に参考として組み込まれると言及されたいかなる特許、公報、又は他の開示内
容も、全体的に又は部分的に、組み込まれた内容が現行の定義、見解、又は本明細書に記
載される他の開示内容とあくまで矛盾しない範囲でのみ本明細書に組み込まれる、と理解
されなければならない。そのようなものであるから、また必要な範囲で、本明細書に明瞭
に記載される開示内容は、参考として本明細書に組み込まれているあらゆる矛盾する記載
に優先するものとする。現行の定義、見解、又は本明細書に記載される他の開示内容と矛
盾する任意の内容、又はそれらの部分は本明細書に参考として組み込まれるものとするが
、参照内容と現行の開示内容との間に矛盾が生じない範囲においてのみ、参照されるもの
とする。
【０１１７】
　上記のデバイスの変形形態は、医療専門家により行われる従来の治療及び処置における
用途のみではなく、ロボット支援された治療及び処置における用途をも有してよい。あく
まで一例として、本明細書の種々の教示は、ロボット外科用システム、例えばＩｎｔｕｉ
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ｔｉｖｅ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ，Ｉｎｃ．（サニーベール、カリフォルニア）によるＤＡＶ
ＩＮＣＩ（商標）システムなどに容易に組み込まれてよい。同様に、本明細書の種々の教
示は、その開示が本明細書に参考として組み込まれる、米国特許第６，７８３，５２４号
、表題：「Ｒｏｂｏｔｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｔｏｏｌ　ｗｉｔｈ　Ｕｌｔｒａｓｏｕ
ｎｄ　Ｃａｕｔｅｒｉｚｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｕｔｔｉｎｇ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ」（２
００４年８月３１日公開）の種々の教示と容易に組み合わされ得ることを、当業者は理解
するであろう。
【０１１８】
　上記の変形形態は、１回の使用後に廃棄されるように設計されてもよく、又は、それら
は複数回使用されるように設計されてもよい。変形形態は、一方又はその両方の場合にお
いて、少なくとも１回の使用後に再利用のために再調整されてよい。再調整は、デバイス
の分解工程、それに続く特定の部分の洗浄又は交換工程、及びその後の再組み立て工程の
、任意の組み合わせを含んでよい。特に、デバイスのいくつかの変形形態は、分解するこ
とができ、かつ、デバイスの任意の数の特定の部品若しくは部分を、任意の組み合わせに
おいて選択的に交換又は取り外してもよい。特定の部品の洗浄及び／又は交換後、デバイ
スの特定の変形形態を、再調整用の施設において、又は処置の直前に使用者によって、そ
の後の使用のために再組み立てすることができる。当業者は、デバイスの再調整において
、分解、洗浄／交換、及び再組み立てのための種々の技術を利用することができることを
、理解するであろう。このような技術の使用、及び結果として得られる再調整されたデバ
イスは、すべて本発明の範囲内にある。
【０１１９】
　あくまで一例として、本明細書に記載される変形形態は、処置の前及び／又は後に滅菌
されてもよい。１つの滅菌技術では、デバイスをプラスチック製又はＴＹＶＥＫ製のバッ
クなどの閉鎖及び密封された容器に入れる。次いで、容器及びデバイスを、γ線、Ｘ線、
又は高エネルギー電子線などの、容器を透過し得る放射線場に置いてよい。放射線は、デ
バイス上及び容器内の細菌を死滅させ得る。次に、滅菌されたデバイスを、後の使用のた
めに、滅菌容器中で保管してよい。β線若しくはγ線、エチレンオキシド、又は水蒸気が
挙げられるがこれらに限定されない、当該技術分野で周知の他の任意の技術を用いて、デ
バイスを滅菌してもよい。
【０１２０】
　以上、本発明の種々の実施形態を図示及び説明したが、本発明の範囲から逸脱すること
なく、当業者による適切な改変により、本明細書に記載される方法及びシステムの更なる
適合化を実現することができる。このような可能な改変のうちのいくつかについて述べた
が、他の改変も当業者には明らかであろう。例えば、上記の実施例、実施形態、形状、材
料、寸法、比率、工程などは例示的なものであって、必須のものではない。したがって、
本発明の範囲は、以下の特許請求の範囲の観点から考慮されるべきものであり、本明細書
及び図面において図示され、説明された構造及び動作の細部に限定されないものとして、
理解されたい。
【０１２１】
〔実施の態様〕
（１）　（ａ）本体と、
　（ｂ）音波導波管と、
　（ｃ）前記本体に対して遠位に位置付けられている超音波ブレードであって、前記超音
波ブレードは、前記音波導波管と音響的に連通している、超音波ブレードと、
　（ｄ）過剰な熱の蓄積を緩和するように構成された第１の機構であって、前記第１の機
構は、前記本体に対して遠位に位置付けられている液体分配機構を含む、第１の機構と、
　（ｅ）過剰な熱の蓄積を緩和するように構成された第２の機構と、を備える、装置。
（２）　前記液体分配機構は、前記超音波ブレードに隣接して位置付けられ、前記液体分
配機構は、冷却液の流れを前記超音波ブレードに運ぶように構成されている、実施態様１
に記載の装置。
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（３）　前記第２の機構は、鋸歯状の縁部を有する前記超音波ブレードを含み、前記鋸歯
状の縁部は、複数の歯を含む、実施態様２に記載の装置。
（４）　第１の歯のピークと、隣接する第２の歯のピークとの間の間隔によって測定され
るような前記複数の歯のそれぞれの間の間隔は、前記音波導波管のための調和波長の約１
０００分の１～約１０分の１の範囲内である、実施態様３に記載の装置。
（５）　前記複数の歯のそれぞれの間の間隔は、約０．０１センチメートル～約０．１セ
ンチメートル（約０．００４インチ～約０．０４インチ）の範囲内である、実施態様４に
記載の装置。
【０１２２】
（６）　前記鋸歯状の縁部は、錐体形状を有する複数の歯を含む、実施態様５に記載の装
置。
（７）　前記鋸歯状の縁部は、波形形状を有する複数の歯を含む、実施態様５に記載の装
置。
（８）　前記鋸歯状の縁部は、三角形状を有する複数の歯を含む、実施態様５に記載の装
置。
（９）　前記複数の歯は、第１の傾斜面及び第２の傾斜面を含み、前記第１の傾斜面のそ
れぞれは、前記超音波ブレードの長手方向軸線と第１の角度を画定し、前記第２の傾斜面
のそれぞれは、前記超音波ブレードの前記長手方向軸線と第２の角度を画定し、前記第１
の角度は、鋭角であり、前記第２の角度より小さい、実施態様８に記載の装置。
（１０）　前記第２の角度は、鈍角である、実施態様９に記載の装置。
【０１２３】
（１１）　前記第２の角度は、約９０度の角度である、実施態様９に記載の装置。
（１２）　前記超音波ブレードは、長手方向軸線を画定し、前記複数の歯は、第１の傾斜
面及び第２の傾斜面を含み、前記長手方向軸線に対する第１の表面のそれぞれの第１の傾
斜は、前記長手方向軸線に対する第２の表面のそれぞれの第２の傾斜より小さい、実施態
様８に記載の装置。
（１３）　前記複数の歯のそれぞれは、ピークを含み、前記複数の歯のそれぞれは、前記
超音波ブレードによって画定された長手方向軸線に対して直交して前記ピークを通って延
在する軸線に対して対称ではない、実施態様８に記載の装置。
（１４）　前記複数の歯は、バレーを含み、前記バレーは、前記冷却液の流れを前記液体
分配機構から受け取るように構成されている、実施態様３に記載の装置。
（１５）　前記第２の機構は、前記超音波ブレードを備え、前記超音波ブレードは、
　（ｉ）遠位端と、
　（ｉｉ）前記ブレードの第１の側面を前記ブレードの第２の側面と流体接続する灌注ス
ロットと、
　（ｉｉｉ）前記遠位端を通って延び、前記灌注スロットと接続している、マイクロスロ
ットと、を含む、実施態様２に記載の装置。
【０１２４】
（１６）　前記第２の機構は、前記超音波ブレード内に位置付けられ、前記ブレードの第
１の側面を前記ブレードの第２の側面と流体接続している、灌注スロットを含む、実施態
様２に記載の装置。
（１７）　前記灌注スロットは、前記灌注スロットから前記ブレードの遠位部分に冷却流
体を向けるように構成された少なくとも１つの遠位面取り部を含む、実施態様１６に記載
の装置。
（１８）　前記灌注スロットは、涙滴形状を含む、実施態様１６に記載の装置。
（１９）　（ａ）本体と、
　（ｂ）音波導波管と、
　（ｃ）前記本体に対して遠位に位置付けられている超音波ブレードであって、前記超音
波ブレードは、前記音波導波管と音響的に連通している、超音波ブレードと、
　（ｄ）過剰な熱の蓄積を緩和するように構成された液体分配機構であって、前記液体分
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配機構は、前記音波導波管内にルーメンを含み、前記ルーメンは、流体源と接続して、前
記ブレードに冷却液の流れを運ぶように構成されている、液体分配機構と、を備える、装
置。
（２０）　前記ルーメンは、前記ブレードの両側に前記冷却流体の流れを向けるように位
置付けられている、実施態様１９に記載の装置。
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